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独立行政法人（中期目標管理法人、国立研究開発法人、行政執行法人）・国立大学法人等の運営費

交付金は、一部の新規業務や政府の重要施策にもとづく業務には措置がされるものの、定例・通常的

な業務の予算は削減され続けています。運営費交付金の削減は、医療・研究開発・教育などをはじめ

として多岐にわたる業務を通じて国民の安全・安心を守り、産業活動の基盤を支える独立行政法人の

運営に支障をきたし、国立大学法人・大学共同利用機関法人・（独）国立高専の高等教育において

も、学術研究、附属病院での医療の機能を低下させるとともに、国民の教育を受ける権利の後退を招

く原因となっています。運営費交付金削減の代替とされる競争的資金は、現有施設の維持・管理・更

新の用途にはそぐわないため、老朽化した設備を修繕することができず、安全上の問題も発生してい

ます。 

行革推進法による人員削減もかさなって、正規の職員・教員が採用できないため、非正規職員・教

員でその場をしのぐ法人が増え、業務や研究の質や継続性が保てなくなっている現状です。さらに、

無期転換権を得た非正規職員・教員の雇用を保証するためにも運営費交付金の拡充が必要となってい

ます。 

国立大学では、人件費の削減や教員人事の凍結によりゼミがなくなる、物件費の枯渇により機器の

修理や材料の購入などにも支障が発生し、研究活動のみならず教育活動まで維持できなくなりつつあ

る等の問題が生じており、ノーベル賞受賞者のみなさんも口を揃えて、基盤的研究費が安定的に措置

されることの重要性を指摘され、運営費交付金不足による研究資金の不足が、経常的な研究活動を阻

害していることへの危惧を表明されています。2018年版科学技術白書でも「多様で卓越した知を生み

出す学術研究や基礎研究、あらゆる活動を支える研究資金といった基盤的な力の強化が必要」として

います。2019年度予算からは評価配分枠が大幅に拡大され共通指標が盛り込まれ、国立大学の自治が

さらに後退しています。 

国民生活の安定、社会経済の健全な発展、社会の進歩と福祉の向上のためには、独立行政法人・国

立大学法人等の運営費交付金の拡充が必要です。 

つきましては、貴職に対し、下記事項が実現するようご尽力いただくことを要請します。 

 

記 

 

１．独立行政法人等が行う国民の安心・安全を守り、産業活動の基盤を支える業務の維持・拡充をはか

るため、必要な運営費交付金を確保すること。 

２．国立大学法人等の高等教育、学術研究、附属病院での医療の質の向上を図り、国民の教育を受ける

権利を保障するために必要な運営費交付金を確保すること。運営費交付金は使途を特定しないわたし

切りの基盤経費とし、政府による評価と結びつけることをやめること。 

３．法人運営の実態に応じた必要な増員を含め、総人件費の増額を認めること。 

４．再雇用・定年年齢の引き上げなどの高年齢者雇用対策や有期雇用職員の無期転換権を保障するため

に、運営費交付金のさらなる措置を行うこと。 
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